
患者の治療の際に，下顎前歯部の歯槽骨の吸収
が問題となることがある．そこで術前矯正治療
前後で歯槽骨の唇舌的幅径がどの程度吸収して
いるのかを調査することを目的とした．
資料および方法：本学矯正歯科を受診し，下顎
骨移動術を施行した患者のうち下顎前歯部に叢
生の無い 22 名（男性６名：平均年齢 26 歳０
か月，女性 16 名：平均年齢 22 歳１か月）を対
象とした．初回検査時（T0），術前矯正終了時

（T1）の側面セファロと歯科用コーンビーム
CT を用いて下顎左側中切歯歯軸と同歯槽部の
皮質骨の唇舌的幅径を計測した．計測部位は歯
根の根尖側 2/3，1/3，根尖相当の唇・舌側６
部位とした．
結果：顎前歯の移動量の平均は唇側に 7.1°で
あった．T0，T1 での歯槽骨幅径の変化のうち
有意な差が認められた部位は，根尖側 2/3 舌側
で 0.22 mm の減少（57.9%），根尖側 1/3 舌側で
0.47 mm の減少（56.8％），根尖舌側で 0.73 mm
の減少（37.2％）であった．
考察：下顎前突症患者では下顎前歯部歯槽骨の
唇舌的幅径は非常に薄く，過度に唇側移動を行
うと歯根の吸収や歯槽骨の吸収による裂開など
を引き起こす可能性がある．今回の調査では舌
側の歯槽骨が３計測部位すべてにおいて有意に
減少したことから，舌側の歯槽骨の吸収が大き
くなる可能性が考えられた．
結論：外科的矯正治療を行う際には下顎前歯の
唇舌側歯槽骨への影響を考慮し，デンタルコン
ペンセーションの改善をどの程度行うかを決定
する必要があると考えられる．

５．口唇口蓋裂患者の歯槽形態と歯肉骨膜形成
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目的：岩手医科大学附属病院では，口唇口蓋裂
患児に顎裂部骨移植の回避を期待し，2011 年
より初回口唇形成術時に選択的に歯肉骨膜形成
術（Gingivoperiosteoplasty: GPP）を行なって
いる．当科では術前顎矯正治療により顎裂の成
長誘導を行うことにより，GPP に有利な歯槽
形態の獲得を目標としている．今回は，片側性
の唇顎口蓋裂，唇顎裂患児での術前顎矯正治療
の実際と顎裂幅の変化と GPP 施行の是非につ
いて検討を行った．
対象・方法：2011 年１月から 2016 年３月の間
に当科を受診した片側性唇顎裂，片側性唇顎口
蓋裂の患児で初回の口唇形成術時に GPP を施
行した GPP 群 31 名，施行しなかった非 GPP
群 23 名を対象とした．２群における初診時と
口唇形成術直前の顎裂幅を比較した．
結果：顎矯正治療前後の顎裂幅の変化は，GPP
群の片側性唇顎裂で 3.6 mm → 2.2 mm，片側
性唇顎口蓋裂で 5.9 mm → 2.5 mm，非 GPP 群
の片側性唇顎裂で 9.3 mm → 7.5 mm，片側性
唇顎口蓋裂で 11.7 mm → 5.7 mm と全ての群に
おいて減少を認めた．しかし，非 GPP 群の列
幅は口唇形成術直前においても 5.0 mm 以上の
裂幅であった．
考察：術前顎矯正治療により唇顎裂，唇顎口蓋
裂共に全ての群で顎裂幅の減少を認め，いずれ
の群においても術前顎矯正治療が有効であった
と考えられる．しかし，元々広い顎裂幅を持つ
非 GPP 群では術前顎矯正治療を施行しても
GPP が可能なほど顎裂が狭まっていない．口
唇形成術を行う時期は生後３か月時（体重６㎏
前後）に行うことが多いが，仮に顎裂幅の広い
患児での口唇形成術を生後３か月前後と決めず
に，GPP を行える程の顎裂幅になるまで術前
顎矯正を行うのであれば，より長期の期間を要
すると考えられる．
結論：今後は顎裂幅の狭小化に要する術前顎矯
正治療期間の検討が必要である．
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